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図書館の本が多い街ほど健康長寿の傾向 

～蔵書が人口当たり１冊増えると要介護リスク４％減に相当～ 
 

これまでの研究で、個人の読書習慣が死亡率や認知症リスクの低下と関連することがわかっていま

す。しかし、読書の機会を提供し、住民が集う場所としての図書館と健康の関係性は明らかにされて

いません。このため、本研究は73,138名の高齢者を約7年間追跡し、各自治体の図書館の蔵書数と

要介護リスクの関連を調べました。分析の結果、図書館の蔵書が人口当たり１冊増えると、その地域

の高齢者の要介護リスクが4%減少することに相当する相関関係が確認されました。この結果は、図

書館やその蔵書の充実といった文化財への公共投資が、健康長寿のまちづくりに有効である可能性

を示唆するものであり、さらなる研究が期待されます。 
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図書館の人口当たり蔵書数と要介護リスクの関連（n = 73,138） 

 

モデル1は、他の因子の影響を考慮していない。モデル2は、年齢、性別、教育年数、等価世帯所得、婚姻状況、

就業状況、社会参加変数、自治体の財政力指数、市町村別の人口密度の違いを考慮。モデル3は、モデル2の因

子に加えて、個人の読書習慣の違いを考慮。ひげは95%信頼区間（同じ調査を繰り返したとき、95%の頻度で真の

値を捉える範囲）。 
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■背景 

これまでの研究で、個人の読書習慣が死亡率や認知症リスクの低下と関連することがわかっています。しかし、読書

の機会を提供し、住民が集う場所としての図書館と健康の関係性は明らかにされていません。このため、本研究は

各自治体の図書館の蔵書数と要介護リスクの関連を調べました。 

■対象と方法 

本研究は、要介護認定を受けていない65歳以上の方を対象とした日本老年学的評価研究（JAGES）の19市町村

における調査データを用いました。2013年の調査をベースラインとし、2021年3月までの追跡調査で有効なデータ

が得られた73,138名を分析の対象としました。各自治体における図書館の蔵書数は、日本図書館協会の2013年

のデータを参照し、自治体の人口で割りました。分析は、Cox比例ハザードモデル※1によって行いました。3つのモデ

ルで分析を行い、モデル1は他の因子の影響を考慮せず、モデル2では年齢、性別、教育年数、等価世帯所得、婚

姻状況、就業状況、社会参加変数、自治体の財政力指数、市町村別の人口密度、モデル3ではさらに個人の読

書習慣の影響を考慮しています。 

■結果 

調査期間中、16,336名（22.3%）が新たに要支援・要介護と認定されました。モデル1では、図書館の蔵書数は要

介護リスク低下と関連していました（ハザード比※2＝0.95）。他の因子の影響を考慮したモデル2でも、同様の結果が

得られました（ハザード比＝0.96）。さらに、個人の読書習慣の影響を考慮したモデル3でも同様の結果（ハザード比

＝0.96）となり、図書館の蔵書数は、個人の読書習慣の違いを考慮してもなお要介護リスクの低下と関連しているこ

とが示されました。なお、説明変数を地域の図書館の数とした分析でも、一貫した結果が得られました。 

また、層別解析を行ったところ、75歳以上よりも75歳未満（ハザード比＝0.97対0.95）、男性よりも女性（ハザード比

＝0.97対0.95）、読書習慣のない人よりも読書習慣のある人（ハザード比＝0.98対0.95）では、要支援・要介護リス

クが低いことがわかりました。 

■結論  

図書館の蔵書が人口当たり１冊増えると、その地域の高齢者の要介護リスクが4％減少することに相当する相関関

係が確認されました。同様に人口当たり１0冊の蔵書は、要介護リスクが34％減少することに相当します。 

■本研究の意義  

本研究で示された関連はあくまで相関関係であり、因果関係を保証するものではありません。しかし、個人の属性や

自治体の財政力指数、人口密度などの違いを考慮してもなお蔵書数と要介護リスクの間に関連がみられたことは

特筆すべきです。この結果は、図書館やその蔵書の充実といった文化財への公共投資が、健康長寿のまちづくりに

有効である可能性を示唆するものであり、さらなる研究が期待されます。 
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■用語解説 

※1 Cox比例ハザードモデル：時間が経つ中で、要介護認定などの出来事が起こるリスクに影響を与える要因を分

析するための統計モデルの一つ。 

※2 ハザード比：ある要因の有無で「ある時点で要介護認定などの出来事が起こるリスク」がどれくらい違うかを示

す比率。 


